仕　　様　　書

１　　本業務は、施設における火災、盗難、建物及び器物の損壊並びに不正行為を未然に防止し、もって施設における秩序の維持並びに保全を図るものであり、施設の正常な運営を行うため、適正に業務を履行するものとする。
２　　警備員は、警備業法施行規則（昭和５８年総理府令第１号）に定める教育を修了したもので６か月以上警備業務の経験を有する者とし、勤務中は常に所定の衣服を着用するとともに、身分証明書を携行しなければならない。
３　　警備上必要と認められる警報機器及びこれに付帯する一切の設備（以下「警報装置」という。）については、受託者がこれを負担するものとする。
４　　警報装置は、施設で発生した異常事態を受託者の警備本部へ自動的通報する機能を保持するよう管理しなければならない。
５　　受注者は、万一警備期間中、受注者の責任により警報装置が作動不能となった場合は、代替警備対策を講ずるものとする。
６　　警備方法
機械警備（自動警報装置）及び巡回警備とする。
ただし、施設と警備本部との回線は、一般加入回線（信号監視通信サービスを付加したもの）を使用することとし、契約締結後直ちに警報装置が作動できる状態にすることとする。
機械警備機器の設置基準は別紙１のとおりとする。

７　　警備業務において受注者が実施すべき事項は、次のとおりとする。
（１）　火災、盗難、損壊の防止
（２）　事故発生時における施設の秩序保持
（３）　緊急事項の発注者及び関係先への通報
（４）　警備実施事項の報告
８　　日常における警備要領
（１）　受注者は、警備責任期間中、警備受信装置を間断なく監視するとともに、常に巡回警備員と連絡を保ち、警備の万全を図るものとする。
（２）　警報装置の設置場所、時間帯及び巡回警備の回数、場所、点検項目は、別紙２のとおりとする。

（３）　打刻鍵の設置は、園内に１６か所設置するものとし、設置場所は別紙３のとおりとする。
（４）　発注者から警報装置の開始及び解除操作について要請のあった場合、受注者がこれを行う。

（５）　警備日報に必要事項を記入する。
９　　災害発生時における措置
（１）　火災、盗難等の災害が発生した場合は、監視センタ－より直ちに関係機関に通報すると同時に巡回警備員を現場に急行させ、災害の状況を確認する。
（２）　巡回警備員は、事態確認後、受注者の警備本部へその状況を連絡し、必要に応じて警備の強化を図る。
（３）　受注者及び関係者へ緊急連絡する。
１０　鍵の預託
発注者は、警備上必要な鍵を受注者に預託する。
受注者は、預託された鍵の取扱いについては厳重に行うものとする。
１１　警報装置の保守点検
受注者は、警報装置の正常な機能を維持するため、３か月に１回（６月・９月・１２月・３月実施）保守点検を行い、その結果を発注者に報告するものとする。
１２　委託契約約款第６条に定める委託業務実施計画書は、別に定める様式により、契約締結後直ちに提出し、発注者の承認を受けるものとする。また、異動があったときも同様とする。
１３　受注者はあらかじめ発注者に対し、現場責任者及び従業員の住所・氏名・警備業法施行規則第２６条に基づく教育実施状況等の分かるものを報告し、発注者の承認を得なければならない。また、異動があったときも同様とする。

１４　警備実施結果の報告
委託契約約款１２条に定める委託業務実施報告書は、次のとおりとする。
（１）　受注者は、警備責任時間内における警備結果について、別に定める警備日報に警備状況を記入し、翌朝までに発注者に提出し、確認を得なければならない。
（２）　業務実施報告書は、別に定める様式に月報を添付のうえ、翌月の１０日（ただし、３月分については、３月３１日）までに提出し、発注者の承認を受けるものとする。
１５　委託料の支払方法等

　　　　（１）支払日について

　　　　　　　発注者のうち、公益財団法人みどり生きもの協会は、受注者から請求のあった日から
30日以内に支払うこととし、株式会社第一ビルサービスは、受注者から請求のあったのち、
実施月の翌々月の15日(15日が営業日でない場合は、その直後の営業日)に支払うことと
する。

　　　　（２）支払に係る振込手数料について

　　　　　　　発注者は、口座振込の方法により支払いを行う場合においては、請求金額から振込手数料を差し引いて、受注者に支払うものとする。
１６　受注者は、契約を解除されたときは、発注者の指定する日までに警報装置を撤去するものとし指定期限までに撤去しない場合は、発注者において撤去し、受注者は、撤去に要した費用を発注者に支払わなければならない。
１７　受注者は、この業務を行うため個人情報を取り扱うに当たっては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

１８　業務の実施にあたり、この仕様書に疑義を生じたときは、発注者と受注者で協議して定めるものとする。

